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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について現

状分析・評価を行い、改善に向けた今後の取組み方針についてアップデートいたしましたのでお知らせいた

します。 

 

なお、詳細につきましては、添付資料「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について

（2025 年７月アップデート）」をご覧ください。 

以 上 
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現状分析・評価
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PBR0.75倍程度

同業他社平均
PER12.5倍程度

同業他社平均
ROE8.2％程度

(実績値:5,862)

※注

※注：23/3期については、影響が大きい一過性要因（航空機リース売却・投資有価証券売却）を除いた修正数値を使用

市場期待水準の株主資本コスト

ROEは上昇基調にあり2025/3期は8.68%まで向上、CAPMベースの株主資本コストを超過している一方、PBRは１倍未満
で推移しており、市場が期待する株主資本コストとの間にはギャップがあると認識
⇒ 収益力の強化や、資本効率の改善等を通じて、ROEのさらなる向上を目指していく必要がある

当期純利益やROEの伸びに対して、PERは依然低い水準が続いており、改善余地が大きい
成長期待を醸成できていないことや、投資家との間の情報の非対称性の存在、株式市場での知名度不足などが要因と分析
⇒ 情報開示の充実を通じた成長性の理解促進、株主資本コストの低減に取組むことが不可欠と認識

決算開示や株主還元方針変更の取組みなどから足許の株価は上昇、PBRは改善途上であり、果断な取組みを継続していくこ
とが重要

足許では上昇傾向

585

1,503

(実績値:16.54%)

(実績値:3.37)

(今期予想値
:3,700)

※注

※注
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「資本コストや株価を意識した経営」の実践に向けた対応方針
さらなる収益力の強化および資本効率改善によるROE向上、資本市場との積極的なコミュニケーションを通じたPER向上が、
当社のPBR改善に向けた課題であると認識

中期経営計画に掲げる成長戦略を着実に進展させ、実績･成果の拡大を図る。加えて、取組み状況や今後の見通しについて、
資本市場との対話を重ね、当社の収益性や成長性に確信をもってもらうことで、成長と期待の好循環を生み出し、PBR改善
を実現する

PBR改善

ROE向上
（27/3期目標
：8.0％超）

PER向上
（成長期待の醸成／

株主資本コスト低減）

収益力強化

• 成長分野への積極投資（航空機、半導体、環境関連）
• 事業パートナー連携によるソリューション力強化と提案

型営業の推進
• 市場金利上昇へのキャッチアップ（「金利がある世界」

への適応）
• リース、ファイナンス、不動産等の複合取引拡大

事業ポートフォリオ
変革

• 利回りや効率性を重視した資産入替による収益拡大
• ノンアセットビジネス強化
• M&Aによるインオーガニックな成長戦略実現

コストコントロール

• 調達の多様化による効率的な資金調達、スプレッド低減
• リスクマネジメントの高度化（取引先の業況フォロー徹

底による信用リスク抑制など）
• DX化、電子化による業務改革･効率化の加速

資本構成最適化
• ALMに基づく資産･負債の総合管理の徹底
• 株主還元の充実を通じた資本効率改善
• 政策保有株式の縮減

IR活動強化・
情報開示充実

• 決算説明会の定例開催と、個人投資家向け会社説明会の
実施

• 資本市場との対話に基づく開示資料のブラッシュアップ
• 非財務情報の開示充実（人的資本、サステナビリティ

等）
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26/3期の事業戦略および損益計画
中期経営計画に掲げる３つの基本戦略「確かな収益基盤の確立」「新たな領域の創造」「経営基盤強化」に沿って、
当社の持続的な成長、企業価値向上に向けた取組みを推進
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各種施策の実効性向上により
前期以上のROE・ROA確保に努める

確かな収益
基盤の確立

新たな領域
の創造

経営基盤
強化

• 顧客ニーズに応じたソリューション提案、複合取引推進から総合的な利回り向上に注力
• 建物リース、航空機リース、エクイティ出資など長期・高収益の案件はリスク分析を行いながら選別し実績拡大
• 不動産は新規取得と売却を両輪で進め、資産入替による収益確保

• FIPや系統用蓄電池を活用した新事業を加速。自社展開とお取引先での活用提案によりビジネス機会拡大
（2025年5月8日付リリース「新エネルギー事業会社の設立及び第一号案件となる嘉麻市での系統用蓄電池事業
について」を参照）

• M&Aの積極検討による事業領域拡大

• 外部環境変化に柔軟に対応できる人材の育成、ソリューション力強化に向けた人的資本・DXへの投資促進
（リスキリングやキャリア開発支援、社内DX推進チームによる業務改革･改善）

【26/3期の主な事業戦略】

【26/3期の業績予想および中期経営計画最終年度の収益目標】
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年間配当

DOE

株主還元方針の変更
従来の「安定的に配当を実施する」という内容から、現中計期間中は「累進配当かつDOE3%以上を目安とした配当」を
行う方針に変更、従来より一層高い水準の配当を実施し、過度な内部留保の積み上がりを抑制

当社の事業特性に鑑みると、安定的な資金調達を可能とする財務基盤の構築が重要であり、外部格付の維持・向上やリスク
バッファの観点から、現状程度の自己資本比率（25/3期:21.0%）は維持したい考え

「事業拡大に向けた成長投資」「株主還元の水準」「財務基盤構築のための内部留保」の３つのバランスに留意しながら、
さらなる収益力の強化と資本構成の最適化を図り、企業価値向上を目指す

当社では、配当につきましては、各事業年度の業績、
財務状況、今後の事業展開等を総合的に判断し実施
すべきものと考えており、内部留保の充実による財
務体質の強化を図りつつ、安定的に配当を実施する
ことを基本方針とします。

૗
ಌ
৐

当社では、配当につきましては、各事業年度の業績、財務状
況、今後の事業展開等を総合的に判断し実施すべきものと考
えており、内部留保とのバランスに配慮しながら、中期経営
計画「共創2027」の期間中（2024年４月～2027年３月）
においては、累進配当を基本とし、連結株主資本配当率
（DOE）3.0％以上を目安として安定的に配当を実施するこ
とを基本方針とします。

૗
ಌ
৏

【株主還元方針の変更内容】 ※2025年３月期 期末配当から適用

【配当推移】
株主還元方針を変更

累進配当の方針を明記し
DOE3%以上を配当

内部留保の充実による財務体質強化を図りつつ、安定的に配当を実施してきた
（2005/3期以降、減配無し）

７期連続での増配予想
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資本市場との対話について
決算説明会での質疑応答内容や、機関投資家ミーティングでの対話状況等は、適宜、経営会議や取締役会へのフィードバッ
クを実施、資本市場との建設的な対話を活用しながら経営の高度化を図り、企業価値向上につなげていく

主な対応者25/3期の実施状況対話機会

代表取締役社長、
IR担当役員

年２回の開催
（リアル/Web配信の
ハイブリッド形式）

決算説明会

IR担当部署
（総合企画部）

年30回の面談実施
機関投資家

ミーティング

総合企画部が窓口となり
人事部・総務部等と

連携し対応

書面・電話応対含め
年15～20件程度

個別問い合わせ対応
海外/バイサイド

8回

国内/セルサイド
5回

2025/3期
計 30回

国内/バイサイド
17回

【機関投資家ミーティング対話相手の内訳】【2025/3期における実施状況】

⇒ 2026/3期は上記に加えて、個人投資家向け会社説明会、社員向け決算説明会を開催予定

【投資家からの意見と当社対応状況】

資本市場との対話

社内共有・
フィードバック

経営の高度化
情報開示の充実

<投資家からの意見>

• セグメント別の状況について、売上・利益の割合や時系列推移を分かりやすく示してもらいたい

• 九州で広がる半導体関連のニーズは、当社の事業にどう影響するのか知りたい

• 株主還元の目標や考え方が示されておらず、配当が下がる不安要素がある点が、好決算が株価に強く
織り込まれない理由のひとつではないか

• 株式流動性が低く、出来高を向上させるための取組みについて検討してもらいたい

<当社対応状況>

• 24/3期以降、四半期ごとに決算説明資料を当社ホームページ内に掲載
機関投資家とのミーティング依頼は可能な限り対応（23/3期:年３回 ⇒ 25/3期:年30回）

• 半導体関連ビジネスの取組み状況や今後の見通しについて、決算説明資料内で詳細説明
その他、金利の見通しや事業トピックを記載するなど、説明資料のブラッシュアップを継続

• 株主還元方針の変更を行い、具体的な目標指標や考え方を明示

• 個人投資家層の拡大による株式流動性向上を企図し、26/3期に個人投資家向け会社説明会を開催予定


